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第４章 施策の展開 

１.中長期的な廃棄物減量化の数値目標 

(１)一般廃棄物 

一般廃棄物のさらなる減量化を目指し、「第四次循環型社会形成推進基本計画（平成30年６

月閣議決定。以下「循環基本計画」という。）」を参考にア．排出量、イ．リサイクル率、ウ．

最終処分量、エ.１人１日当たりの家庭系ごみの排出量の目標値を設定する。 

 

本県の一般廃棄物（ごみ）の減量化目標 

目標年度 令和７年度 

内 容 

ア．排出量を平成30年度に対し約11パーセント削減する。 

イ．再生利用量を約25パーセントに増加する。 

ウ．最終処分量を平成30年度に対し、約 16.6パーセント削減する。 

エ．１人１日当たりの家庭系ごみ排出量を537ｇ（平成30年度に対して約 9.3パーセン

ト削減）に削減する。 

 

 上記の目標に対する令和７年度の各指標の目標数値は、以下のとおりとなる。 

 

表4-1-1 本県の一般廃棄物（ごみ）の減量化目標 

項   目 
H30 年度 

基準 

R 元年度 

実績 

R７年度 

推計 

R７年度 

目標 

ア．排出量（千t） 252 252 243 224 

イ．リサイクル率（％） 

 （再生利用量（千t）） 

20.7 

（52） 

20.2 

（51） 

20.0 

（49） 

25 

（56） 

ウ．最終処分量（千t） 12 12 11 10 

エ．1人1日当たりの家庭系ごみ

排出量（g/人・日） 
592 600 596 537 
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ア．排出量 

循環基本計画では、一般廃棄物の排出量を令和７年度までに約38,000千トンに削減するこ

ととしています。これは、平成30年度（全国実績42,716千トン）に対して、11パーセント

を削減して達成できる数値であり、平成30年度から令和７年度まで毎年約1.6パーセントず

つ削減して達成できる数値であります。 

これを受け、本県では、最新の数値である平成30年度の実績251,852トンを基準にして、

平成30年度から令和７年度までの７年間で総排出量を11パーセント削減（総排出量目標値

224,045トン）することを目指します。 
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図4-1-1 排出量の削減に係る目標 

イ．リサイクル率 

近年、リサイクル率は減少傾向にあります。これは、ごみの総排出量の減少や電子化によ

る家庭からの紙類の排出量削減などが影響していると考えられます。 

また、スーパーやドラッグストアでの資源化回収が常態化してきたことにより、行政が管

理するごみステーションに排出される資源化物の量が減少していることも一因と推測されま

す。 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量が近年微増の傾向にあることから、リサイクル率向上

に向けた一層の取り組みが必要です。 

今後、プラスチックの排出量の削減や食品ロス削減の取組により更なる再資源化が進むと

考えられることから、平成30年度から令和７年度までの７年間で4.8ポイントの増加を目指

します。（前回計画目標数値に同じ） 
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図4-1-2 リサイクル率の増加に係る目標 
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ウ．最終処分量 

循環基本計画では、一般廃棄物の最終処分量を令和７年度までに約3,200千トンに削減す

ることとしています。これは、平成 30 年度（全国実績 3,840 千トン）に対して、16.6 パー

セントを削減して達成できる数値であり、平成30年度から令和７年度まで毎年約2.4パーセ

ントずつ削減して達成できる数値であります。 

これを受け、本県では、最新の数値である平成30年度の実績12,402トンを基準にして、

平成30年度から令和７年度までの７年間で総排出量を16.6パーセント削減（最終処分量目

標値10,336トン）することを目指します。 
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図4-1-3 最終処分量の削減に係る目標 

 

 

エ．１人１日当たりの家庭系ごみ排出量 

１人１日当たりの家庭系ごみ排出量は、ウ．リサイクル率の増加により、減少すると考え

られることから、平成30年度（１人１日当たりの家庭系ごみ排出量592グラム/人・日）に

対して、約9.3パーセント削減（１人１日当たりの家庭系ごみ排出量537グラム/人・日）す

ることを目指します。（前回計画目標数値に同じ） 
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図4-1-4 １人１日当たり家庭から排出されるごみの量に係る目標 
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(２)産業廃棄物 

産業廃棄物のさらなる減量化を目指し、循環基本計画を参考にア．排出量、イ．リサイクル

率、ウ．最終処分量の目標値を設定します。 

 

本県の産業廃棄物の減量化目標 

目標年度 令和7年度 

内 容 

ア．排出量の増加を令和元年度に対し約１パーセントに抑制する。 

イ．再生利用量を令和元年度水準（排出量の約72パーセント）に維持する。 

ウ．最終処分量を令和元年に対し、約１パーセント削減する。 

 

 上記の目標に対する令和７年度の各指標の目標数値は、以下のとおりとなります。 

 

表 3-2-1 本県の産業廃棄物の減量化目標 

項   目 
R 元年度 

実績 

R７年度 

推計 

R７年度 

目標 

ア．排出量（千t） 1,125 1,149 1,136 

イ．リサイクル率（％） 

 （再生利用量（千t）） 

72.0 

（809） 

70.8 

（814） 

72 

（817） 

ウ．最終処分量（千t） 41 42 40 

 

ア．排出量 

循環基本計画では、産業廃棄物の排出量を令和７年度までに約390,000千トンにすること

としており、産業廃棄物排出・処理状況調査報告書平成30年度速報値（令和２年３月環境省

環境再生・資源循環局廃棄物規制課、以下「産業廃棄物状況調査」という。）による平成 30

年度全国排出量では、375,772千トンとなっており、目標を満たす水準となっています。 

これらの全国の状況及び本県の産業振興計画の取組等による産業の発展を鑑み、排出量の

増加は、令和元年度に対し約１パーセント（排出量1,136千トン）に抑制することを目指し

ます。 
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図4-1-5 排出量の抑制に係る目標 
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イ．リサイクル率 

本県のリサイクル率（72.0％）は、産業廃棄物状況調査による平成30年度全国のリサイク

ル率（52％）と比べて、大きく全国値を上回っています。 

これらの全国の状況及び本県の産業振興計画の取組等による産業の発展を鑑み、リサイク

ル率を約72パーセントに維持することを目指します。 
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図4-1-6 再生利用量の増加に係る目標 

 

ウ．最終処分量 

循環基本計画では、産業廃棄物の最終処分量を令和７年度までに約10,000千トンにするこ

ととしており、産業廃棄物状況調査による平成30年度全国の最終処分量では、約9,312千ト

ンとなっており、目標を満たす水準となっています。 

これらの全国の状況及び本県の産業振興計画の取組等による産業の発展を鑑み、最終処分

量を令和元年に対し、約１パーセント削減（最終処分量目標値約40千トン）することを目指

します。 
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図4-1-7 最終処分量の削減に係る目標 
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２.施策の基本方針と内容 

(１)主な施策 

ア．３Ｒの促進 

 廃棄物の減量化・再生利用を促進するためには、生産・消費・廃棄・処理の各段階において、 

廃棄物のリデュース(発生・排出抑制)・リユース（再使用）・リサイクル（再生利用）を効果

的、効率的に促進することが必要です。中でも、廃棄物の分別排出や資源としての回収等を進

め、リユース・リサイクルをさらに促進するため、県民や事業者の自発的な取組はもとより、

県・市町村・関係機関等が連携した取組の充実を図ります。 

特に、本来食べられるにもかかわらず捨てられてしまう食品ロスの削減への啓発や家庭から

排出されるプラスチック製容器包装・製品に市町村等での分別回収実現に向けた検討を行いま

す。 

 

イ．適正処理の推進 

    県では、これまで県・市町村・関係団体で構成する連絡協議会を開催し、不法投棄等に関す

る不適正処理事案の情報共有、監視パトロール、清掃活動等を行い不法投棄等の早期発見・撲

滅に努めてきましたが、以前根絶にはいたっていないことから、引き続き、各機関と連携し、

取組を推進していきます。 

また、処理困難物の適正処理として、ＰＣＢ廃棄物の処分期限が近づいており、処理が急務

となっています。県としても、処理の漏れがないよう、県民への周知、フォローアップ調査を

進めるとともに、処理に関する助言等を行います。 

 

ウ．災害廃棄物処理体制の構築 

 県では、南海トラフ地震の発生に伴う災害廃棄物の処理対策として、平成26年９月に「高

知県災害廃棄物処理計画ver.１」を策定し、その後も残された課題への対応策を検討し、その

内容を踏まえて、平成31年３月に「高知県災害廃棄物処理計画ver.２」を策定したところで

す。 

 しかしながら、これらの災害は、一つの市町村だけでは対応できないことが懸念されており、

国・県・市町村・廃棄物処理事業者・団体等との連携を進め、さらなる広域処理体制の構築に

向けた検討が必要です。 

 これを受け、平成30年度に県内を６ブロックに分けた「災害廃棄物処理広域ブロック協議

会」を設置し、各ブロックの地域特性等考慮した、各市町村の役割分担や事務処理手続きをあ

らかじめ検討し決定して行くことにより、災害時の適正かつ迅速な災害廃棄物の処理体制を構

築するための取組を進めていきます。 

 

エ．環境に対する意識の醸成 

廃棄物の減量化・再生利用の促進及び廃棄物の適正処理をしていくためには、県民理解によ

る廃棄物の分別排出や資源としての回収等を進める必要があります。そのために、「①３Rの促

進」「②適正処理の推進」「③災害廃棄物処理体制の構築」について、積極的な県等からの情報

発信により、県民及び事業者等の意識の醸成を図っていきます。 

また、定期的に県民世論調査を実施し、意識の変化を把握して取組の参考としていきます。 

 

 

(２)各施策の基本方針と内容 

   各施策の基本方針と内容については、次頁からの「一般廃棄物における施策の基本方針と内 

容」、「産業廃棄物における施策の基本方針と内容」に示すとおりです。 
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